
宮若市告示第 118 号 

 

吉川小学校跡地施設の公共施設等運営権実施契約の公表について 

 

 

 

 ＡＩ研究開発施設について、民間資金等の活用による公共施設等の整備等の

促進に関する法律(平成１１年法律第１１７号)第２２条第１項の規定により、

吉川小学校跡地施設の公共施設等運営権実施契約を締結したので、同条第２項

の規定により、その内容を次のとおり公表する。 

 

 

令和３年６月９日 

 

                   宮若市長  有 吉 哲 信   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



１ 事業名称 

  吉川小学校跡地の公共施設等運営事業 

 

２ 公共施設等の名称及び立地 

名称：ＡＩ研究開発施設（通称名：宮若市ＡＩ開発センター） 

立地：宮若市脇田３９３番地２ 

 

３ 公共施設等の運営権者 

東京都港区浜松町一丁目３０番５号浜松町スクエア 

株式会社Ｒetail ＡＩ（リテールエーアイ） 

代表取締役 永田 洋幸 

 

４ 公共施設等の運営等の内容 

(１) 運営事業 

(２) 維持管理及び保全業務 

 

５ 公共施設等の運営権の存続期間 

  令和３年４月１５日から令和３３年３月３１日まで 

 

６ 運営権対価の額 

(１) 運営権者は、本施設及び本施設敷地の当該年度の課税標準額相当額に1000分の50

を乗じて得た額に、当該年度の固定資産税相当額を加えた額を年額とし、宮若市に支

払う。 

(２) 運営事業期間が１年に満たないものは月割計算をするものとする。 

(３) 令和８年３月までの間は、前項で算出した額から旧吉川小学校校舎棟年間維持管

理費相当額を控除する。 

 

７ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

【公共施設等運営権実施契約（抄）】 

（重大事態発生時の措置） 

第２８条 本事業の実施に重大な悪影響を与えるおそれがある事態が発生した場合、運営

権者は直ちに必要な措置を講じるとともに、宮若市に対し報告するものとする。 



２ 前項の場合、甲宮若市は運営権者に対し、第三者である専門家による調査の実施とそ

の調査報告書の提出を求めることができる。 

３ 重大事態発生時の措置により発生した増加費用及び運営権者が被った損害は、運営権

者が負担するものとする。ただし、宮若市の責めに帰すべき事由に起因して発生した増

加費用及び損害についてはこの限りではない。 

（事業継続が困難となる事由の発生等） 

第２９条 本事業の継続が困難となる事由が発生した場合には、当該事由ごとに宮若市又

は運営権者の責任に応じて、必要な修復その他の措置を講じるものとする。 

２ 前項の措置により発生した増加費用及び宮若市又は運営権者が被った損害は、当該事

由ごとに宮若市又は運営権者の責任に応じて負担するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、不可抗力により発生した増加費用及び損害の負担について

は、次条の定めるところによる。 

４ 第２項の規定にかかわらず、宮若市は、事業継続のために多大な費用を要すると判断し

たときは、運営権者と協議の上、この契約の全部又は一部を解除により終了することがで

きる。 

（不可抗力） 

第３０条 運営権者は、不可抗力により、本業務の全部若しくは一部の履行ができなくな

ったとき若しくは履行ができなくなると予想されるとき又は本施設に重大な損害が発生

したときは、速やかに、その内容及び理由を宮若市に通知しなければならない。 

２ 運営権者は、前項の通知を行った日以降、履行不能の状況が継続する期間中、履行不

能となった業務に係る履行義務を免れる。 

３ 運営権者は、不可抗力による影響を早期に除去するため必要な措置をとるよう努めな

ければならない。 

４ 宮若市は、運営権者から第１項の通知を受けたときは、速やかに運営権者と事業の継

続に関する協議を行わなければならない。当該協議において不可抗力事由発生の日から

１４日を経過しても協議が整わないときは、宮若市は事業の継続についての対応を定

め、運営権者に通知する。 

５ 不可抗力により本施設が滅失した場合、本運営権は消滅し、この契約は当然に終了す

る。 

６ 宮若市は、この契約の締結後に不可抗力に該当する事由の発生により、本事業の継続

が困難である、又はこの契約の履行のために多大な費用を要すると判断したときは、運

営権者と協議の上、この契約の全部又は一部を解除により終了することができる。 



７ 宮若市、運営権者のいずれも、前２項の規定によるこの契約の終了によって発生した損

害については、自ら負担するものとする。 

（本施設の損傷の修復） 

第３１条 運営権者が善管注意義務に即した本業務を行わなかったことその他の運営権者

の責めに帰すべき事由に起因して本施設の損傷が発生した場合、運営権者は速やかに当

該損傷の修復を行わなければならない。この場合において、当該損傷の修復に係る費用

については、運営権者が負担するものとする。 

２ 宮若市の責めに帰すべき事由に起因して本施設が損傷した場合、宮若市は速やかに当

該損傷の修復を行わなければならない。ただし、運営権者が承諾する場合、運営権者に

当該損傷の修復を委託することを妨げない。この場合において、当該損傷の修復に係る

費用については、宮若市が負担するものとする。 

３ １、２に関わらず、本施設躯体部分が経年劣化等により運営に支障がでる程度に損傷

した場合、宮若市は速やかに当該損傷の修復を行わなければならない。ただし、運営に

支障がでない程度の軽微な損傷の場合、修復に係る費用負担については、双方協議の

上、決定する。 

（債務不履行） 

第３２条 宮若市及び運営権者は、本契約上の履行を怠ったときは、それにより相手方に

生じた損害を賠償しなければならない。 

（本業務に起因して第三者に生じた損害） 

第３３条 運営権者が本事業の実施に際し、第三者に損害を及ぼした場合は、直ちにその

状況を宮若市に報告しなければならない。 

２ 前項の場合、運営権者は、自己の責任により、当該第三者に対し当該損害を賠償しな

ければならない。 

（保険） 

第３４条 運営権者は、本契約継続中、実施方針に基づく事業内容に即した第三者賠償責

任保険その他の保険に加入しなければならない。ただし、宮若市の所有に係る建築物及

び動産については、宮若市の負担により火災保険（市有物件災害共済）に加入するもの

とする。 

（運営権の処分） 

第３５条 運営権者は、宮若市の書面による事前の承諾を得た場合に限り、本運営権を抵

当権の目的とすることができる。この場合において、宮若市は不合理に承諾を留保しな

い。 



２ 運営権者は、本運営権を分割し、又は併合することができない。 

３ 運営権者は、宮若市から書面による事前の許可を得た場合に限り、本運営権を移転す

ることができる。 

４ 宮若市は、ＰＦＩ法第２６条第３項の基準、本事業の参加資格基準及び次に定める要

件に適合する場合、本運営権の移転を許可することができる。 

⑴ 譲受人が、本事業における乙の実施契約上の地位を承継し、本契約に拘束されるこ

とについて、宮若市に対して承諾書を提出すること。 

⑵ 譲受人が、運営権者が所有し、本事業の実施に必要な一切の資産及び本契約上の地

位の譲渡を受けること。 

 ⑶ 譲受人が第３７条第１項の各事由に該当しないこと。 

５ 第３項の許可を受けないで行った本運営権の移転は、その効力を生じない。 

６ 運営権者は、本条により本運営権を移転する場合、譲受人に対して、本契約に基づく

運営権者の権利、義務及び契約上の地位の全てを承継させる。 

（本契約上の地位、権利の処分等） 

第３６条 運営権者は、宮若市の事前の承諾を得ずに、次の行為を行わないものとする。 

⑴ 本契約に基づき有する権利を第三者に譲渡し、又はこれに対して質権の設定その他

の担保の設定を行うこと。 

⑵ 本契約上の地位について、譲渡、担保設定その他の処分を行うこと。 

⑶ 本契約が終了する前に解散すること。（本運営権の取消又は行使の停止） 

第３７条 宮若市は、運営権者が次の各号に掲げる場合のいずれかに該当するときは、行

政手続法第１３条第１項第１号に基づく聴聞手続を実施した上で本運営権を取り消し、

又はその行使の停止を命ずることができる。 

⑴ 偽りその他不正の方法により公共施設等運営権者となったとき。 

⑵ ＰＦＩ法第９条各号のいずれかに該当することとなったとき。 

⑶ 運営権者の事由により、本事業を実施できなくなったとき、又はこれを実施するこ

とができないことが明らかになったとき。 

⑷ 宮若市が相当の期間を定めて催告したにもかかわらず、本契約、実施方針に従った

義務の履行を行わず、かつ、その違反により本契約の目的を達することができないと

認められるとき。 

⑸ 運営権者が本事業の実施を放棄し、当該状態が１０日以上継続したとき。 

⑹ 運営権者が報告書等に重要な事項についての虚偽の記載をしたとき。 

⑺ 運営権者が本事業に関する法令の規定に違反したとき。 



⑻ 破産、会社更生、民事再生若しくは特別清算の手続の開始その他これらに類似する

倒産手続の開始の申立てを取締役会において決議したとき又は第三者の申立てによっ

て当該手続が開始されたとき。 

⑼ 運営権者の役員等（役員又はその支店若しくは営業所を代表する者をいう。）が、

暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

対法」という。）第２条第２号に規定する団体（以下「暴力団」という。）の構成員

（暴対法第２条第６号に規定する者（構成員とみなされる場合を含む。）。以下「暴

力団構成員等」という。）であるとき。 

⑽ 暴力団又は暴力団構成員等が乙の経営に事実上参加していると認められるとき。 

⑾ 暴力団又は暴力団構成員等に対して乙が資金的援助又は便宜供与をしたと認められ

るとき。 

⑿ 運営権者が自社、自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

与える目的をもって、暴力団又は暴力団構成員等を利用したと認められるとき。 

⒀ 運営権者が、ある者を暴力団構成員等であることを知りながら、その者を雇用し、

又は使用していると認められるとき。 

⒁ 運営権者の役員等又は使用人が個人の私生活上において、自己若しくは第三者の不

正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目的をもって、暴力団又は暴力団構成

員等を利用したとき、又は暴力団又は暴力団構成員等に資金援助若しくは便宜供与を

したと認められるとき。 

⒂ 運営権者の役員等又は使用人が、暴力団又は暴力団構成員等と密接な交際又は社会

的に非難される関係を有していると認められるとき。 

⒃ 運営権者の各構成員又は協力企業が、第９号から第１５号までのいずれかに該当す

る場合又はこれらの者が、第９号から第１５号までのいずれかに該当する者を下請契

約又は資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方としていた場合に、宮若市が運

営権者に対して当該契約の解除を求め、運営権者がこれに従わなかったとき。 

２ 前項に基づき本運営権が取り消された場合、本契約は当然に将来に向かって終了し、

本契約に基づく債権債務は本契約に別段の定めがない限り消滅する。この場合におい

て、運営権者は直ちに本施設を原状に回復したうえで宮若市に返還しなければならな

い。 

３ 第１項に基づき本運営権の行使の停止を宮若市が命じた場合、宮若市は、本事業の継

続又は保全のために必要な措置を定めて運営権者に対してその履行を求めることがで

き、運営権者はこれに従わなければならない。この場合において、当該費用は運営権者



の負担とする。また、本運営権の行使が停止された場合においても、運営権者は本契約

に基づき宮若市に対して負担する義務及び責任を、本運営権の行使を必要とするものを

除き、引き続き履行しなければならない。なお、調整を要する事項が存する場合、宮若

市が必要な措置を定め、運営権者はこれに従うものとする。 

４ 第１項に基づき本運営権が取り消され、又はその行使の停止が命じられた場合、運営

権者は、宮若市及び第三者に生じた損害を賠償しなければならない。 

５ 宮若市は、第１項に基づき、抵当権の設定が登録されている本運営権を取り消そうと

するときは、あらかじめ、その旨を当該抵当権に係る抵当権者に通知しなければならな

い。 

（公益上の必要による取消又は行為の停止） 

第３８条 宮若市は、本施設を他の公共の用途に供することその他の理由に基づく公益上

やむを得ない必要が生じたときには、ＰＦＩ法第２９条第１項第２号の規定に基づき、

行政手続法第１３条第１項第１号に基づく聴聞手続を実施した上で本運営権を取り消

し、又はその行使の停止を命ずることができる。 

２ 前項に基づき本運営権が取り消された場合、本契約は当然に将来に向かって終了し、

本契約に基づく債権債務は本契約に別段の定めがない限り消滅する。この場合におい

て、運営権者は、宮若市が指定する日までに、自らの所有する物件を撤去した上で本施

設を現況有姿にて宮若市に引き渡せば足りる。 

３ 第１項に基づき本運営権が取り消され、又はその行使の停止が命じられた場合、運営

権者は宮若市に対して、法令に基づき、損失の補償を求めることができる。 

４ 前項の規定による損失の補償については、宮若市と運営権者が協議しなければならな

い。 

５ 前項の規定による協議が成立しない場合においては、宮若市は、自己の見積もった金

額を運営権者に支払わなければならない。 

６ 運営権者は、前項の補償金額に不服がある場合は、その決定の通知を受けた日から６

月以内に、訴えをもって、その増額を請求することができる。 

７ 前項の訴えにおいては、宮若市を被告とする。 

（運営権の取消等の効果） 

第３９条 第１２条、第２９条、第３０条及び第４３条に基づき本契約が解除され、又は

第２７条、第３７条及び第３８条に基づき本運営権が取り消され、又は第４１条に基づ

き本運営権が放棄された場合には、本運営権は将来に向かって消滅する。 

２ 運営権者は、前項の効果について、第三者への使用関係について承継しなければなら



ない。 

（所有権の消滅） 

第４０条 宮若市が、本施設の所有権を有しなくなったときは、ＰＦＩ法第２９条第４項

に基づき、本運営権は将来に向かって消滅する。 

２ 前項により本運営権が消滅した場合、損失の補償及び本契約の権利義務等に関して

は、第３８条を準用する。この場合において、運営権者は、宮若市が指定する日までに

本施設を現況有姿にて宮若市に引き渡せば足りる。ただし、本施設の所有権を有しなく

なったことが宮若市の責めに帰すべき事由に基づくものであり、かつ、第３８条第１項

の必要性が認められない場合、運営権者は宮若市に対して、本運営権の消滅によって被

る損害の賠償を求めることができる。 

（運営権の放棄） 

第４１条 運営権者は、宮若市の責めに帰すべき事由により本事業の実施継続が不可能又

は著しく困難であると客観的に認められるときで相当な期間を設けて宮若市にその是正

を求めたにも関わらず当該期間中に当該是正がなされない場合に限り、本運営権を放棄

することができる。 

２ 本運営権について抵当権の設定が登録されている場合は、その抵当権者の同意がなけ

れば、これを放棄することができない。 

３ 前項の同意を得ないでした公共施設等運営権の放棄は、その効力を生じない。 

４ 運営権者は、本条に定める場合以外の場合には、本運営権を放棄することができな

い。 

５ 第１項に基づき本運営権の放棄がなされた場合、本契約は当然に将来に向かって終了

し、本契約に基づく債権債務は本契約に別段の定めがない限り消滅する。 

６ 第１項に基づき本運営権の放棄がなされた場合、運営権者は当該放棄により生じた自

らの損害の賠償を甲に請求することができる。 

（本契約終了後の措置等） 

第４２条 運営権者の責めに帰すべき事由により本運営権が取消された場合又は本契約が

終了した場合、運営権者は、宮若市又はその指定する者に対し、宮若市又はその指定す

る者が本施設を継続して使用できるよう、適宜本施設の維持管理及び運営に必要な事項

を説明すると共に、運営権者の費用負担で、関連する記録、要領、申し送り事項その他

の資料を提供するほか、積極的に引継ぎに協力するものとする。 

２ 運営権者は、宮若市又はその指定する者に対し、前項の資料について著作権を無償で

譲渡すると共に、宮若市又はその指定する者に対して著作者人格権が行使されないよう



措置する。 

３ 第１項の場合、運営権者は、当該終了部分に係る本施設内に運営権者が所有又は管理

する機械、器具、仮設物その他の物件があるときは、当該物件の処置につき宮若市の合

理的指示に従わなければならない。 

４ 前３項の規定にかかわらず、第１２条、第２９条、第３０条、第４３条又は宮若市の責

めに帰すべき事由に起因する運営権の取消又は本契約の終了の場合は、宮若市と運営権

者は、本契約の終了後の措置について本契約に別段の定めがない限り協議の上決定する

ものとする。 


